
労働契約締結時の労働条件の明示

労働契約締結に際し法定項目を明示しなければなりません。（更新時含む） （労基法第15条第1項、労基則第5条）

中野労働基準監督署 飯山公共職業安定所 須坂公共職業安定所

労使紛争の背景によく見られる問題が、労働条件の不明確さ、認識の齟齬です。

労働基準法では労働契約締結時（更新時を含む）に法定項目の労働条件を明示しなければなりませんし、また、職
業安定法でも、労働者の募集や求人申込の際には、法定項目の労働条件明示が必要となっています。
労働契約法第4条でも契約内容の理解促進が規定されており、紛争の未然防止のためにも、労働条件明示を適切
に行いましょう。なお、それぞれの場面で明示が必要となり、兼ねることはできません。

法律に格上げ

① 書面交付等の方法（※１）により必ず明示しなければならない事項（６項目）
a. 労働契約の期間に関する事項 ｂ. 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項
c. 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
d. 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を２
組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

e. 賃金の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切り及び支払いの時期に関する事項
f. 退職に関する事項（解雇の事由を含む）

※１ 上記事項の明示方法は、労働者が希望した場合には、次のいずれかによることができます。
・ ファクシミリを利用してする送信の方法
・ 電子メール等の送信の方法（労働者が出力することにより書面を作成できるものに限ります）

② 必ず明示しなければならない事項 g. 昇給に関する事項

③ 制度を設ける場合に明示しなければならない事項（８項目）

h. 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及び支払いの方法並びに支払いの時
期に関する事項

i. 臨時に支払われる賃金、賞与、労基則8条に掲げる精勤手当等及び最低賃金額に関する事項
j. 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関する事項 k. 安全及び衛生に関する事項
l. 職業訓練に関する事項 m. 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
n. 表彰及び制裁に関する事項 o. 休職に関する事項

④ パートタイム労働者、有期雇用労働者に明示しなければならない事項（４項目） 上記に加えて
（パートタイム・有期雇用労働法第６条）

p. 昇給の有無 q. 退職手当の有無 r. 賞与の有無 s. 雇用管理の改善等に係る相談窓口
（本明示事項の方法 文書の交付が基本、労働者が希望した場合には電子メールやFAXでも可能）
※ 違反には１０万円以下の過料が定められています。（パートタイム・有期雇用労働法第31条）

⑤ 有期雇用特別措置法による特例の対象となる労働者に明示しなければならない事項

t. 【①高度専門職に就く労働者の場合】
・ 無期転換申込権が発生しない期間（プロジェクトに係る期間、最長１０年）
・ 特例の対象となるプロジェクトの具体的な範囲（業務の範囲、開始日・完了日）
【②定年後継続雇用される労働者の場合】
・ 無期転換申込権が発生しない期間（定年後引き続いて雇用されている期間）

 労働条件の明示内容

• 労働条件の明示内容は、事実と異なるものとしてはなりません。（労基則第５条第２項）
• 明示された労働条件が事実と異なる場合は、労働者は即時に労働契約を解除することができます。

また、就業のために住居を変更した労働者が契約解除の日から14日以内に帰郷する場合は、使用者は必
要な旅費を負担しなければなりません。（必要な旅費には、家族分・引越代金も含まれます。）
（労基法第15条第2項・3項）

【罰則】 労基法第15条第1項及び第3項違反に関しては罰則があります。 ３０万円以下の罰金（労基法第120条）

（令和4年4月作成）

労働契約を締結する時／労働者を募集する時には

労働条件の明示が必要です！

キャラクター名
「たしかめたん」

労働契約締結時の
労働条件明示例は
次頁をご参照ください。

労働条件通知書の様式は次のURL、QRコードから入手できます。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/


 
 

 

労働条件通知書 

                                                                令和●年４月１日 
  厚生太郎   殿 

                       事 業 場 名 称   株式会社労働文芸社 

                        使用者職氏名   代表取締役 労働次郎 ○印  
契約期間 期間の定めなし ・ 期間の定めあり（R●年４月１日～R●年３月３１日） 

※契約期間について、「期間の定めあり」とした場合 

１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（   ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 

  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 
  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】 

無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・ Ⅱ（定年後の高齢者） 
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（   年   か月（上限10 年）） 
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間 

就業の場所 本社事務所 

従事すべき 

業務の内容 

総務全般及び営業事務補助 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】 

・特定有期業務（             開始日：      完了日：      ） 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、 
就業時転換

((1)～(5)の
うち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、 

所定時間外労

働の有無に関

する事項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（ ８ 時 ３０ 分） 終業（ １７ 時 １５ 分） ※実働７時間４５分 
【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（ １年 ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間
の組み合わせによる。 

    始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      ） 
    始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      ） 
    始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日      ） 
  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業）  時  分から   時  分、 
（終業）  時  分から   時  分、 

            ｺｱﾀｲﾑ          時  分から   時  分 ） 
 (4) 事業場外みなし労働；原則として１日（  時間）労働したものとみなす。  
 (5) 裁量労働制； １日（   時 間）労働したものとみなす。  
○詳細は、就業規則第   条～第   条、第   条～第   条 
２ 休憩時間（ ６０ ）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ・ 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週   日 曜日、国民の祝日、その他（ 隔週土曜 ） 
・非定例日；週 ・ 月当たり   日、その他（          ） 
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間（ １１５ 日）、休日カレンダーによる。 
○詳細は、就業規則第○ 条～第○条、第○条～第○条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→（ １０ 日） 
         継続勤務６か月以内の年次有給休暇→（   か月経過で   日） 
         時間単位年休制度 （有 ・ 無） 

２ その他の休暇 有給（                                            ） 
         無給（                                            ） 
○詳細は、就業規則第○ 条～第○条、第○条～第○条 

（次頁に続く）

【労働条件通知書面の作成例】 

 
 

 

賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（ １８０，０００ 円）、ロ 日給（       円） 

       ハ 時間給（     円）、 
       ニ 出来高給（基本単価 別紙のとおり、保障給     円／１時間） 
       ホ 就業規則に規定されている賃金等級等 （           ） 

２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（ 通勤  手当 3，０００ 円／月   計算方法： 通勤距離に応じて算定  ） 

  ロ（     手当     円／    計算方法：             ） 

    ハ（     手当     円／    計算方法：             ） 
３ 時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 時間外   法定超  月（４２ ）時間以内（ ２５ ）％ 
             月（４２ ）時間超～月６０時間以内（ ３０ ）％ 

月６０時間超 （ ５０ ）％ 
         所定超 （   ）％ 
  ロ 休  日  法定休日（ ３５ ）％  毎週日曜日とする 

法定外休日（ ２５ ）％以上 （上記時間外労働として通算し適用させる） 

  ハ 深  夜  （ ２５ ）％ 
４ 賃金締切日   毎月  ２０ 日 
５ 賃金支払日   締切日の（同月・翌月）  末 日  
６ 賃金の支払方法  （ 金融機関口座に振り込む                      ） 

７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（ 無 ・ 有） 
控除対象（親睦会費、立替金、○○          ）  

８ 昇給（有（時期等  毎年10月1日、査定結果に基づき決定     ） ・ 無  ） 
９ 賞与（有（時期、金額等 毎年６月及び１２月              ） ・ 無  ） 
10 退職金（有（時期、金額等                              ） ・ 無  ） 

○詳細は、就業規則第○ 条～第○条、第○条～第○条 
退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （  歳） ・ 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（ ６５ 歳まで） ・ 無 ） 
３ 自己都合退職の手続（退職する １４ 日以上前に届け出ること） 
４ 解雇の事由及び手続 

事業の縮小・廃止、 職務遂行が著しく困難と判断する場合、 重大な背信行

為が行われた場合などには、契約期間途中であっても、労働基準法第２０条

の手続きによって解雇する。 

○詳細は、就業規則第○ 条～第○条、第○条～第○条 
 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ・ 無 ） 
・雇用管理の改善等に係る相談窓口（ 人事部コンプライアンス室 ０２６－○○・・・    ） 

・その他 
 

 
※「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合 

労働契約法第 18 条の規定により、有期労働契約（平成 25 年 4月 1日以降に開始するもの）の契約期間

が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込みをすることにより、当

該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転換されます。 

 



労働者を募集する時の労働条件の明示

ハローワーク等へ求人申込みをする際や、ホームページ等で労働者の募集を行う場合には、労働契約締結までの
間、労働条件の明示が必要です。また、その間、労働条件に変更があった場合には、変更した内容を明示しなけれ
ばなりません。明示の方法は、書面の交付、又は、求職者等が希望する場合には、電子メール等によることができま
す。（職業安定法第5条の3）
明示の必要のある労働条件の項目は、以下のとおりです。（例は下の明示例参照）

1.業務内容 2. 契約期間 3. 試用期間 4. 就業場所 5. 就業時間 6. 休憩時間 7. 休日 8. 時間外労働
9.賃金 10. 加入保険 11. 募集者の氏名又は名称 12. 派遣労働者として雇用する場合の雇用形態
13.受動喫煙防止措置の状況
労働条件を明示するに当たっては、職業安定法に基づく指針等を遵守することも必要です。
＜職業安定法に基づく指針等の主な内容＞

• 有期労働契約が試用期間としての性質を持つ場合、試用期間となる有期労働契約期間中の労働条件を明示しな
ければなりません。また、試用期間と本採用が一つの労働契約であっても、試用期間中の労働条件が本採用後の労
働条件と異なる場合は、試用期間中と本採用後のそれぞれの労働条件を明示しなければなりません。
• 労働条件の水準、範囲等を可能な限り限定するよう配慮が必要です。
• 明示する労働条件が変更される可能性がある場合はその旨を明示し、実際に変更された場合は速やかに知らせ
るよう配慮が必要です。

法律に格上げ

詳細は、「労働者を募集する企業の皆様へ」で検索
令和２年１月改正リーフレット参照

 労働者募集時の労働条件明示例（職業安定法）

記載が必要な事項 記載例

◎業務内容 一般事務

◎契約期間 期間の定めなし

◎試用期間 試用期間あり（3か月） ☆１

◎就業場所 本社（〇県〇市〇町〇－〇）又は
△支社（△県△市△町△－△）

◎就業時間
◎休憩時間
◎休日
◎時間外労働

９：００～１８：００
１２：００～１３：００
土・日・祝日
あり（月平均約20時間）

◎賃金 月給20万円（ただし、試用期間中は月給19万円）

◎加入保険 雇用保険、労災保険、厚生年金、健康保険

◎募集者の氏名又は名称 〇〇株式会社

〇派遣労働者として雇用する場合 雇用形態：派遣労働者

◎受動喫煙防止措置の状況 屋内原則禁煙（喫煙専用室設置） ☆２

☆１ 平成30年1月1日より追加等された事項 ☆２ 令和2年4月1日より追加された事項

裁量労働制を採用している場合は、以下のような記載が必要です。 ☆１
（例） 「企画業務型裁量労働制により、〇時間働いたものとみなされます。」

同意した場合に高度プロフェッショナル制度の適用が予定される場合には、その旨の記載が必要です。

時間外労働の有無に関わらず一定の手当を支給する制度（いわゆる「固定残業代」）を採用する場合は、 ☆１
以下のような記載が必要です。
① 基本給 ×× 円 （②の手当を除く額）
② ◇◇手当 （時間外労働の有無に関わらず、◇時間分の時間外手当として◇円を支給
③ ◇時間を超える時間外労働分についての割増賃金は追加で支給



＜求人者の皆様へ＞

職業安定法の求人不受理について

法律に格上げ

詳細は、「改正職業安定法 求人不受理」で検索

リーフレット「改正職業安定法（求人不受理）について」
をご参照ください。

令和２年３月３０日の改正職業安定法令の施行により、公共職業安定所や職業紹介事業者等が、求人申込
みを受理しないことができる要件が追加されました。

職業紹介事業者等は、原則として、全ての求人申込みを受理しなければならないとされていますが、例外と
して、以下のとおり受理しないことができる求人申込みを規定しています。（職業安定法第5条の5）

＜受理しないことができる求人申込み＞（④～⑥の要件が今回の職業安定法改正により追加されました。）

① 内容が法令に違反する求人
② 労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当な求人
③ 求人者が労働条件を明示しない求人
④ 一定の労働関係法令違反のある求人者による求人
⑤ 暴力団員など（※）による求人

※ 暴力団員、法人で役員の中に暴力団員がいる者、暴力団員がその事業活動を支配する者
⑥ 職業紹介事業者からの自己申告の求めに応じなかった求人者による求人

上記④に関して、以下に該当する場合には、公共職業安定所で求人申込みが受理されません。

対象となる主なケース 基本となる不受理期間

労働基準法及び
最低賃金法に関する規定

1年間に2回以上、同一の対象
条項違反により是正指導を受
けた場合

法違反の是正後６か月経過するまで

対象条項違反により送検され、
公表された場合

送検された日から1年経過するまで

職業安定法、男女雇用機
会均等法及び育児・介護
休業法に関する規定

対象条項に違反し、法違反の
是正を求める勧告に従わず、
公表された場合

法違反の是正後６か月経過するまで

違反した場合に求人申込みが受理されないこととなる法律の規定

法律 対象条項

労働基準法 ＜男女同一賃金＞第4条、＜強制労働の禁止＞第5条、＜労働条件の明示＞第15条
第1項及び第3項、＜賃金＞第24条、第37条第1項及び第4項、＜労働時間＞第32条、
第36条第6項（第2号及び第3号）、第141条第3項、＜休日・休暇等＞第34条、第35条
第1項、第39条第1項、第2項、第5項、第7項及び第9項、＜年少者関係＞第56条第1
項、第61条第1項、第62条第1項及び第2項、第63条、＜妊産婦関係＞第64条の2（第1
号に係る部分に限る）、第64条の3第1項、第65条、第66条、第67条第2項
※労働者派遣法第44条（第4項を除く）の規定により適用される場合を含む。

最低賃金法 ＜最低賃金額以上の賃金＞第4条第1項

職業安定法 ＜労働条件等の明示＞第5条の3第1項、第2項及び第3項、＜求職者等の個人情報の
取扱い＞第5条の4、＜求人の申込み時の報告＞第5条の5第3項、＜委託募集＞第36
条、＜労働者募集に係る報酬受領・供与の禁止＞第39条、第40条、＜労働争議への
不介入＞第42条の3において読み替えて準用する第20条、＜秘密を守る義務＞第51
条

男女雇用機会均等法及び育児介護休業法の対象条項については、リーフレットをご確認ください。

【問合先】 労働契約締結時の労働条件明示については中野労働基準監督署へ
労働者募集時の労働条件明示及び求人不受理制度については飯山・須坂公共職業安定所へ


